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⑤ハローワークの機能強化による非正規労働者への就労支援体制の拡充等 

（再掲・３３ページ参照）                              ４８億円 

 

⑥住居を喪失した離職者及び不安定就労者に対する住居・就労支援対策の推進 

（再掲・３２ページ参照）                                ２５５億円 

 

⑦派遣先による派遣労働者の雇入れの支援（再掲・３２ページ参照）      ８９億円 

 

（２）適正な雇用関係の構築                        ８．９億円 

①改正最低賃金法の円滑な施行等                        ５億円 

最低賃金額の徹底を図るとともに、効率的・効果的な監督指導を実施することによ

り確実に最低賃金の履行確保を図り、賃金の低廉な労働者のセーフティネット機能

を充実させる。 

 

②労働契約法の円滑な施行                          ３．７億円 

中小企業等に対して、労働契約法の趣旨及び内容の徹底を図るとともに、モデル

就業規則の作成、就業規則適正化のための講習、望ましい労働契約の在り方に関

する相談事業等を実施し、労使間の紛争の防止及び早期解決を図る。 

 

 
 

（１）健康で豊かな生活のための時間の確保              ６０億円 

①労働時間等の見直しに向けた取組の促進                   ３１億円 

業界団体による業種の特性に応じた「仕事と生活の調和推進プラン」の策定を支

援するとともに、相談・助言を行う「仕事と生活の調和推進アドバイザー（仮称）」の養

成等を図る。また、労働時間が長い事業場を対象とした重点的な監督指導を実施す

る。 

 

②生涯キャリア形成支援の積極的展開                       ２６億円 

長期の教育訓練休暇制度の導入や時間外労働の制限など従業員の自発的な能

力開発を支援する企業に対する助成を拡充する（訓練経費に対する助成率を１/３

→１/２に引上げ等）。また、企業が行う従業員のキャリア形成の取組を診断するサー

ビスを提供する。 

 

 

 

 

 

 

２ 仕事と生活の調和の実現                ２９１億円（１８３億円） 


